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全国労働組合総連合　
議長　大黒 作治
被災者等の生活支援にかかる追加的要請
　3月11日の東日本大震災発生からすでに1か月、被害の甚大さ、広範さのもとで、復興の槌音はまだ弱々しく、多くの被災された方々が生活再建の光を見いだせずにいます。避難所等の過酷な状況が今も続いており、お年寄りなど体調を崩される方も多く、いのちを落とされる痛ましい事例が後を絶ちません。

　こうしたもとで、被災された方々の生活に政治が責任をもち、支援をいっそう強化することが求められています。住まいや職場を流されるなど生活基盤を根こそぎ奪われ、また、着のみ着のままの避難を強いられた方々が多数存在する状況を踏まえれば、一定のまとまった額の生活費（支援金）の緊急支給や義援金の配布、応急仮設住宅など当面の住まいを迅速に確保することなど、被災された方々が生活再建に踏みだす基盤をつくることが緊急課題です。

　私たち全労連は3月25日に要望書を提出して、震災対策の当面する課題を包括的に示し、その実現を求めてきました。大震災後1か月という現時点に立って、前記要望書を追加・補強する立場から、以下のとおり要請し、その早急な実現を強く求めます。

記

１．生活基盤のすべてを失うなど困難な状況にある被災された方々の生活を支えるため、当面する生活費（臨時支援金）を緊急に支給するとともに、義援金の配布を急ぐこと
　　津波などによる甚大な被害によって住まいや職場など生活基盤のすべてを失った方々が多数存在するもとで、生活再建の元手はおろか、当面する生活費にも事欠く状況がひろがっています。生活再建の方途が見いだせないなか、当面の生活費を得るため、寮付き雇用など低賃金の不安定雇用を選択し、住み慣れた地を離れる苦渋の決断を強いられる方もうまれています。こうした状況がひろがれば、被災地域から多くの労働力が流失し、地域の復興・再建もさらに困難となります。
　　政治の責任として、被災された方々に当面の生活費として一定のまとまった額の臨時支援金を緊急に支給し、生活を支え、復興・生活再建に踏み出す希望の光を灯すことを強く求めます。現在検討されている原発被害の補償とのバランスも考慮して支給額を決定するとともに、支給が急がれる実態を踏まえ、予備費の活用による暫定執行や補正予算の緊急編成をおこなう必要があります。義援金についても、そこに込められた人々の思いをいかし、早急に暫定配布するよう求めます。
２．全国的な支援体制を強化し、行政機能を回復することなどによって、被災された方々の処遇の改善、人間らしい手厚い支援を実施すること
　　避難生活が1か月を超えましたが、避難所等の過酷な環境のもとで、体調を崩される方々が後を絶たず、いのちを落とされる事例も各地で発生しています。こうした状況を一刻も早く克服する支援の強化が緊急課題です。
　　3月25日付要望書においても、そのための体制整備、システム構築を要請しましたが、現地対策本部（室）の抜本的強化、都道府県ごとに担当地域を決めた効果的な支援の投入などによって、被災地域の行政機能を回復・強化することが必要です。そして、避難所等における生活環境の改善と自宅避難者を含むきめ細かな支援の実現、罹災証明等の発行や応急仮設住宅など仮住まいの整備促進など、復興の土台整備のスピードアップが求められます。

　　いのちと安全の確保を最優先課題として、医療機関、介護・福祉施設への支援を抜本的に強化し、避難所を含めた保健・医療・福祉体制を確保するともに、心の相談・サポート体制の強化が必要です。

　　これらを実現するため、全国的な支援による行政機能の立て直しにくわえ、被災によって失業・失職した方々を臨時職員として積極的に採用し、連絡網の整備や物資の配布を含め復旧・復興事業に大きく活用していくよう求めます。

３． 災害救助法の弾力運用を周知徹底するとともに、自宅等にいる場合や他県等への広域避難、応急仮設住宅（公営住宅や旅館等の転用含む）等へ移動した場合についても、被災された方々の実態に即して、食料など必要な支援を柔軟に継続すること

　　災害救助法については、大震災発生以降5次にわたって弾力運用の事務連絡が発出され、避難所等の環境整備についても2回の事務連絡が出されています。これらの内容を周知徹底し、被災された方々の処遇の確保、改善が促進されねばなりません。
　　正規の避難所ではなくても自宅や近隣の集会所等にいる場合にも、ライフラインを絶たれているなどの実態に即して、食料などの必要な生活必需品の支給を継続して実施するとともに、特に他県の避難所等にある方々が食料不支給など十分な支援を得られていない実態や、医療費等の免除制度が徹底されていない状況を即刻克服するよう求めます。
　　応急仮設住宅（公営住宅や旅館・ホテル、民間アパート等の転用の場合を含む）に移行した場合においても、今回の被害の甚大さと被災された方々の状況に即して、食料や生活必需品など必要な支援が柔軟に継続されるよう措置し、周知徹底すべきです。

４．津波によって職場が流されるなど大量の失業・失職が発生し、復興までにかなりの期間を要する状況にかんがみ、被災によって仕事・生業を失った方々などの生活を支える休業補償制度を早急に整備すること
　　津波によって職場そのものを喪失するとか、港湾や農地等の基盤に重大な被害を受けるなど、大量の失業・失職がうまれ、復興・事業再開までにかなりの期間を要する深刻な状況にあることを正面から受けとめ、被災と同時に仕事も失い収入の道を絶たれた（大幅な減収に陥った）方々の生活を支える制度を緊急に構築することが必要です。
　　雇用保険制度を抜本的に拡充するとともに、対象外の非正規労働者に止まらず、震災・津波によって工場や商店などの流失、港湾や農業用地、船舶や機械・器具等に甚大な被害を被った農林畜産・漁民や中小・零細企業、商店主が多数存在する状況を踏まえて、被災によって大きな被害をうけた勤労世代を対象に、生活費を支給する休業補償制度（少なくとも生活保護の1.3倍額以上とし、失業給付が下回る方々には不足分を付加給付。当面は3年程度の時限立法とし、状況をみつつ、延長・恒久化を検討）の新設を強く求めます。

　　税・社会保険料・医療費等の免除制度を周知徹底するとともに、年金等の免除分の国庫補てん、中小零細企業の事業主負担の減免制度などを拡充すべきです。

５．生活保護制度の活用を周知徹底するとともに、その運用を改善し、被災された方々の最後のセーフティネットとして有効に機能するようにすること
　　被災された方々向けのいくつかの融資制度があります。しかし、住まいや職場を失うなど生活基盤の大半を失った方々にとっては負担が大きすぎ、生活再建のツールとはなりにくい状況もあります。今般、事務連絡が発出され、避難所等にいる方についても生活保護制度を利用できることが明確にされましたが、申請を拒否される事例が各地で相次いでおり、その周知徹底が求められます。

　　被災された方々の最後のセーフティネットとして有効に機能するためには、いっそうの運用改善が必要です。震災に起因する保護申請については、保護費の全額を国庫負担とすることによって実施機関の負担と抵抗を抑えるべきです。
　　資産等の認定にあたっては現に保有している自家用車や生業の再建に不可欠な設備等を除外するよう求めます。家屋等についても、すぐには活用できない状態にある（活用することが困難な）場合は、その後の生活再建を担保する見地から、同法第63条の「費用返還義務」を弾力的に運用し、現実に「処分可能となった」日から起算することとすべきです。

　　生活再建費用として一定額（住宅など生活基盤の再建を見込める額）の保有を認めるとともに、支援金や義援金、見舞金をはじめ、臨時・一時的な給付は収入認定から除外すべきです。また、震災による臨時的・一時的避難であることを考慮して、生活保持義務関係（未成熟の子の親または夫婦）以外の者の扶養義務の免除、親類宅等に身を寄せている場合の世帯分離扱いなどを求めます。

以　上
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